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第２条 「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に

在籍している等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う

心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われ

るものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦

痛を感じているものをいう。 

 

１ 本校のいじめ防止基本方針について 

八代市立泉第八小学校では、「いじめ防止対策推進法」第１３条に規定され

ている「学校は、いじめ防止基本方針又は地方いじめ防止基本方針を参酌し、

その学校の実情に応じ、当該学校におけるいじめの防止等のための対策に関す

る基本的な方針を定めるものとする。」に基づき、次のような基本理念をもっ

て、いじめの防止等の対策に積極的に取り組む。  

 

〈いじめの防止等の対策に関する基本理念〉  

いじめは、いじめを受けた児童の教育を受ける権利を著しく侵害し、その

心身の健全な成長及び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生

命又は身体に重大な危険を生じさせるおそれがある。  

泉第八小学校では、教師自ら児童一人一人の大切さを強く自覚し、一人の

人間として接することで児童との信頼関係を築き上げ、全ての児童が安心し

て学校生活を送り、様々な活動に取り組むことができるよう、学校総体とし

て「いじめ」を未然防止するという強い決意のもと、「泉第八小学校いじ

め防止基本方針」を策定する。  

 

２ 本校のいじめの防止等に関する基本的な考え方 

（１）いじめのとらえ方 

    いじめの未然防止のためには、「いじめはどの学校にも起こりうる」「い

じめはどの子供にも起こりうる」「いじめは心身に深刻な影響を及ぼす許さ

れない行為である」「いじめは人権に関わる重大な問題である」との意識を

もち、全ての教職員、保護者、児童そして地域の方々がそれぞれに果たすべ

き役割を自覚しなければならない。また、いじめの加害・被害という二者関

係だけでなく、「観衆」や「傍観者」、さらには「無関心な者」の存在にも

注意を払い、集団全体にいじめを許容しない雰囲気が形成されるように注意

をはらう必要がある。 

いじめ防止対策推進法では、「いじめ」次のように定義している。  
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① 日々の授業において「めあて」と「まとめ」、「振り返り」を明確に

した「分かる授業」を展開し、児童一人一人の自己有用感を高める。  

② 人権教育を根幹に据え、教育活動全体を通して道徳教育等を充実させ、

心の通う人間関係を構築する能力を育成する。 

③ 児童が円滑に他者とコミュニケーションを図る能力を育てる機会、自

己有用感や自己肯定感を感じられる体験の場等を学校と地域が連携

協力して設ける。  

「いじめ」にあたるか否かの判断において、特に次の点に留意する。 

・いじめられた児童の立場に立って見極めることに留意する。 

・本人がいじめられたことを否定する場合があることを踏まえ、当該児童

の表情や様子をきめ細かく観察することに留意する。 

・いじめの認知は、特定の教職員のみによることなく、法第２２条の「学  

校いじめ対策組織」を活用する。 

・学校の内外を問わず当該児童が関わっている仲間、集団等に留意する。 

・ケンカやふざけ合いであっても、見えない所で被害が発生している場合

もあるため、背景にある事情の調査を行い、児童の感じる被害性に着目

する。 

・インターネット上で悪口を書かれた児童本人がそのことを知らずにいる

ような場合等、行為の対象となる児童本人が心身の苦痛を感じるに至っ

ていない事案についても、加害行為を行った児童に対する指導等につい

ては法の趣旨を踏まえ適切に対応する。 

・好意から行った行為が、意図せずに相手側の児童に心身の苦痛を感じさ

せてしまったような場合、発言者の認識としては軽い言葉で相手を傷つ

けたが、すぐに加害者が謝罪し教員の指導によらずして良好な関係を築

くことができた場合等においては、「いじめ」という言葉を使わず指導

する。ただし、法が定義するいじめに該当するので、事案を法第２２条

の「学校いじめ対策組織」へ情報提供する。 

 

（２）いじめの未然防止について 

いじめの未然防止のためには、いじめを許さない、人権が尊重される学級及

び学校づくりの推進が必要である。そのために、本校では重点項目として次の

３点について取り組む。 
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（３）いじめの早期発見について 

   早期発見は、迅速な対処の前提であり、児童に関わる全ての大人が連携し、

ささいな変化に気付く力を高めることが必要である。また、子供たちがいじ

めを隠したり軽視したりすることがないよう積極的に対応していくことも必

要である。併せて、ほんのささいな兆候であってもいじめを疑い、早い段階

から的確に関わりをもち、積極的に認知することが大切である。 

そのために、定期的なアンケート調査や教育相談の実施、相談窓口の周知 

等によって、児童がいじめを訴えやすい校内体制を整えるとともに、家庭や

地域と連携して児童を見守っていく。 

 

（４）いじめへの対処について 

いじめが認知された場合は、いじめを受けた児童やいじめを知らせた児童

の安全を確保し、詳細を確認した上で組織的な対応を行う。 

そのため、校長がいじめ防止等の対策のための「いじめ防止委員会（全職員）」

を設置する。また、重大事案については「泉八小いじめ対策プロジェクトチー

ム」を招集し、家庭や教育委員会への連絡・相談等を行うとともに、早期に関

係機関等と連携して対応する。 

いじめの解決は、いじめた児童によるいじめられた児童に対する謝罪のみ

で終息させることはできない。いじめられた児童といじめた児童をはじめと

する他の児童との関係の修復を経て、双方の当事者や周りの者全員を含む集

団が好ましい集団活動を取り戻し、新たな活動に踏み出すまで、継続して対

処する。 

 

（５）家庭や地域住民との連携について 

学校と児童、保護者、育栄会等、地域との信頼関係を築き、円滑な連携を

図る。保護者からの相談には、家庭訪問や面談により迅速かつ誠実な対応に

努める。また、ＰＴＡ総会や学校運営協議会、地域の行事など地域住民も参

加する会合では、情報を求めたり相談等をしたりしながらいじめの未然防止、

早期発見、対処等に取り組む。 

 

（６）関係機関との連携について 

   平素から、警察や児童相談所等との適切な連携を図るため、情報集約担当

者を窓口担当者として、情報共有体制を構築しておく。いじめの事案が、犯

罪行為に抵触すると判断した場合は、速やかに市教育委員会及び警察に情報

を提供するとともに、連携してその解決にあたる。 
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３ 本校におけるいじめ等の実態 

（１）いじめの認知件数  

 

（２）不登校児童数の推移 

 

（３）いじめ問題等の実態 

 

（４）学校評価より 

 

４ 本校におけるいじめの防止等のための取組    

（１） いじめの防止等の対策のための組織   

 

   (職員)    （地域住民）   （保護者）  （地域住民）  （児童）  

 

 

 

 

 

 

 

 

（構成メンバー） 

校長、情報集約担当者、学校運営協議会長、ＰＴＡ会長、育栄会会長  

 日頃から「いじめ問題」について密に情報を交換し合うとともに、本校の現状

についてお互いに共通理解を図る。  

 重大事態発生の疑いに係る情報があった場合は、緊急にプロジェクトチームを

招集し、情報の迅速な共有、関係児童や保護者へのいじめ事案の聴取、指導や支

援の体制・対応方針の決定と他保護者との連携など組織的に対応する。 

重大事態となるいじめにあたるか否かの判断において、特に次の点に留意する。 

・児童が自殺を企図した場合  

・身体に重大な傷害を負った場合  

・金品等に重大な被害を被った場合  

・精神性の疾患を発症した場合  

・年間３０日以上の不登校状況が見られる場合  

・児童や保護者から申立てがあった場合 

※過去３年間、本校で実施した児童の

アンケート調査や個人からの聞き取

り及び観察においては、「いじめ」「不

登校」等の発生はない。また学校評価

についても同様である。発生はない

が、いつ発生しても不思議ではないと

いう認識のもと、対応していく。  

職員会議  学校運営協議会 ＰＴＡ  八小育栄会 

泉八小いじめ対策プロジェクトチーム 

児童会  

いじめ防止委員会 

（ 情報集約担当者 ） 
いじめ防止対委員会において情報共有と調査方法等

の確認を行う役割の中心となる情報集約担当者を配

置する。情報集約担当者は、生徒指導担当が兼務する。 
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（２）いじめの未然防止のための取組  

 ①居場所づくり（わかる授業） 

校内研修テーマ「極少人数・複式学級において主体的・対話的に学ぶ子

供の育成～様々な対話における授業づくりを通して～」を目標に、一人一

人の児童が輝く授業の充実に努める。その際、タブレットや電子黒板、遠

隔授業を有効に活用し、個に応じた授業づくりを行い、わかる授業の創造

を目指す。 

 ②人権教育  

  「人権教育は全ての教育の基本である」という認識の基、特別の教科道徳、

人権集会、児童を主体とした活動等を中心に、人権意識の高揚と一人一人の

人権を尊重しようとする実践力や行動力を育てる。 

③道徳教育の充実 

   「正義感や公正さを重んじる心」や「他人を思いやる心」「命の大切さ」

などの道徳性を育み、道徳的実践力を育成するため、道徳の授業を中心とし

て学校教育活動全体を通じて取り組む。 

 ④児童会活動の充実  

   各学級で「いじめ撲滅」について話し合い、全校児童で「八小いじめ撲

滅宣言文」を協働作成し、学校全体の人権意識を高める。 

⑤小中一貫・連携教育の取組 

   「いずみ学園」として泉小中学校との交流を深め、積極的に連携及び情報

交換を図り、中学校入学に向け中１ギャップの解消を目指すとともに、人間

関係形成能力を育成する。 

⑥体験活動の充実、絆づくりの実践 

   「樅木学」として行う稲作体験、親子キャンプ、樅木天満宮大祭児童神楽

奉納等の本校の特色ある体験学習を通して、自然や故郷を愛し、地域や学校

を守り支えてきた地域の方々に感謝する心情を育む。 

 ⑦心のきずなを深める月間の取組 

   八代市教育委員会の設定する「心のきずなを深める月間」及び「命を守る

月間」に沿った取組を行い、人権意識、規範意識、情報モラル等について

の講話及び授業を実践する。 

⑧「命を大切にする心」を育む指導プログラムの活用 

   本指導プログラムに基づき、児童の実態等に応じて、各学年の道徳の時間、

学級活動、各教科等を組み合わせたユニットを構成し、「命を大切にする心」

を育む指導を行う。 
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（３）いじめの早期発見のための取組      

①アンケート及び日々の観察、教育相談の実施  

○子供たちのＳＯＳを見逃さない  

毎週金曜日を「子供を見つめる日」に設定し、職員朝会で児童に関する

気付きを出し合い、情報共有を図る。  

毎月１１日を「心のアンケートの日」に設定し、児童にアンケートを行

う時間を確保し、担任、生徒指導、管理職で確認し、適時教育相談を行う。 

毎年１１月～１２月にかけて実施する「心のアンケート（楽しい学校生

活を送るために）」を活用し、児童の実態及び現状を探る。  

小規模校の特色を活かし、全職員が全児童を日常から注意深く観察し、

必要に応じて教育相談を実施する。  

②特別支援教育の視点から  

○「通常学級における特別支援教育の視点からのアプローチ」 

全ての子供が学びやすい環境づくりを目指して、児童理解に基づく「授業

のユニバーサルデザイン化」を図る。 

状況の理解や相手への気遣いが十分できず、良好な人間関係が築けない児

童がいる場合、原因を適切に捉え良好な関係が築けるように適時指導を行

う。 

 

（４）いじめの未然防止、早期発見関連の年間計画（題材の後に記す数字は学年） 

 学校行事 道徳 人権学習 学活 

４月 
入学式 

家庭訪問 

   

５月 
見知り遠足 

集団宿泊教室 

  楽しいクラス２  

６月 
田植え 消えたマイケル５  

ハムスター２  

  

７月 
※親子キャンプ    

８月 
    

９月 
運動会 はしのうえのおおかみ２    

10月 
稲刈り・脱穀 

開校記念行事 

 いなかの子だから３  
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11月 
 くばられたあたたかい心１ 

今わたしのできること４  

くやしかったこと２ 

食べることは、生きること４ 

 

12月 
人権集会  手紙をくれたあなた達に６ 友だちを大切にしよう1 

みんなのいいところを知ろう３～６  

１月 
もちつき 

どんどや・もぐらうち 

 私は強く生きる５   

２月 
 命のおにぎり５  いやだったこと１   

３月 
卒業式 かなえさんの決心６    

 

（５）いじめに対する措置  ～「いじめ」が発覚したら～ 

①いじめについての事実確認 

いじめの早期発見、早期対応で大切なことは、正確な情報を収集し、その

情報をもとに当該児童がどのような状況にあるのか、学校全体で共通認識を

もつことである。事実確認を行う場合、次の点に留意する。 

ア いじめられた児童の立場に立ち、いじめられた児童の気持ちを尊重する。 

イ 担任が聞き取りを行い、必要に応じて情報集約担当者も事実確認を行

う。 

ウ 最後まで傾聴し、否定せずに事実を確認する。 

エ 推測や伝聞で決めつけをせず、中立的な立場で事実確認をする。 

オ いじめかどうかを一人で判断せず、情報を集め、チームで対応する。 

カ 校長が、状況に応じて「いじめ防止対策委員会（全職員）」を招集し、

正確な情報の収集と整理、共有化を図る。 

キ 犯罪行為（触法行為）が疑われる場合は、直ちに警察へ相談・通報を行

い、援助を求める。 

②いじめられている児童への対応 

いじめられた児童に対して、「守り抜く」という姿勢を示し、安心感を与

え、信頼関係を築くことが大切である。対応する場合、次の点に留意する。

ア 当該児童が安心して相談できる場を設定する。 

イ 正確な情報を収集し、情報の整理、分析を行う。 

ウ 本人の訴えを真剣に、誠実に、共感的に受け止め、不安の解消を図る。

エ いじめ解決に向けた決意を伝え、当該児童を徹底して守る姿勢を示す。

オ 家庭やスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等と連携 

し、心のケアを行う。 
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③いじめている児童への対応 

ア 落ち着いて自らの言動を振り返ることのできる場を確保する。 

イ 正確な情報を収集し、情報の整理、分析を行う。 

ウ 自らの言動が相手を傷つけていることに気付かせ、反省を促す。 

エ 相手の人格や人権を尊重することの大切さに気付かせ、行動化に導く。 

オ 自らの長所を再認識させ、それを生かす生活の在り方を確認する。 

カ 家庭やスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等と連携 

し、心のケアを行う。 

④周囲の児童への対応 

ア 周囲の児童から見た正確な情報を収集する。 

イ いじめは決して許されないことであるということを、毅然とした姿勢 

 で指導する。 

ウ いじめられた児童を、支える集団づくりを行う。 

⑤いじめを受けた児童の保護者への対応  

ア 家庭訪問を行い、誠意をもって児童の状況を正確に伝え、家庭の協力  

をお願いする。 

イ 保護者の思いを聞き取り、心中を察しながら今後の指導の方向性と解 

決への見通しを伝える。 

ウ 情報の正確な連絡と、指導についての経過報告を適時行う。 

⑥いじめた児童の保護者への対応  

「いじめの事実があり、そのいじめに我が子が係わっている」という保護

者の認識や理解を得ることが最も重要である。 

ア 家庭訪問や来校していただき、校長を中心に複数の教職員で、いじめの

事実を直接伝える。 

イ いじめについての事実関係を冷静かつ正確に伝える。 

ウ 一方的に話すことのないよう十分配慮し、保護者の思いも酌む。 

エ 保護者へ「いじめに対する正しい認識」を促す。  

オ いじめられた児童とその保護者に対して、誠意ある態度や行動を示すよ

う助言する。 

⑦保護者全体への対応 

ア 事実に基づく適切な情報を提供し、誤解や動揺が広がらないよう各家庭

へ協力をお願いする。 

イ 関係する児童や保護者のプライバシーを尊重するとともに、家庭でもい

じめ問題の解決に向けてできることを話し合ってもらう。 

ウ 指導の方向性と解決への見通しを伝え、適切な経過報告を行う。 
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（６）いじめの解消  

いじめは、単に謝罪をもって安易に解消とすることはできない。いじめが「解

消している」か否かの判断は、少なくとも以下の２つの要件①及び②が満たさ

れている必要がある。ただし、これらの要件が満たされている場合であっても、

必要に応じ、他の事情も勘案して判断する必要がある。  

①いじめに係る行為が止んでいること  

ア 被害者に対する心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを

通じて行われるものを含む）が止んでいる状態が相当の期間継続しているこ

と。この相当の期間とは、少なくとも３か月を目安とする。  

イ いじめの被害の重大性等から更に長期の期間が必要であると判断される

場合は、この目安にかかわらず、八代市教育委員会又は「学校いじめ対策組

織」の判断により、より長期の期間を設定する。教職員で、相当の期間が経

過するまでは、被害・加害児童の様子を含め状況を注視し、期間が経過した

段階で判断する。  

ウ 行為が止んでいない場合は、相当の期間を設定して状況を注視する。 

②被害児童が心身の苦痛を感じていないこと  

ア いじめに係る行為が止んでいるかどうかを判断する時点において、被害児

童がいじめの行為により心身の苦痛を感じていないと認められること。被害

児童本人及びその保護者に対し、心身の苦痛を感じていないかどうかを面談

等により確認する。 

いじめが「解消している」状況とは、あくまで、一つの段階にすぎず、「解

消している」状態に至った場合でも、いじめが再発する可能性が十分にありう

ることを踏まえ、当該いじめの被害児童及び加害児童を、日常的に注意深く観

察する。 
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（７）  いじめに対する措置の流れ（図式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ○事実関係の把握     ○事実関係の報告      ○事実関係の把握 

   ○心のケア        ○信頼関係の構築 

    ・安全の確保 

    ・全面的な支援                  ○事実関係の確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ○ＰＴによる支援     ○指導方針の伝達    ○態様による指導 

   ○ＳＣ等によるケア    ○協働意識、教育力向上 ○自己有用感の醸成 

              

○当事者意識、共感的人間関係、自己有用感、人権感覚 

 

 

 

 

いじめの発見 

本人の訴え 

他児童からの報告 

サインの発見  

保護者からの報告 

一次対応（緊急） 

いじめられた児童  保護者との連携  いじめた児童 

周囲にいる児童  

市教委 関係機関 

いじめられた児童  保護者との連携  いじめた児童  

学級・全校での指導  

二次対応（短期） 

毎月のアンケート  

 

毎週の職員の情報共有 

いじめの未然防止に向けた取組 

よりよい集団づくりの取組 

いじめ防止委員会 

（情報集約担当者） 

泉八小いじめ対策ＰＴ 

協働体制の確立  

指導方針の共通理解  
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（８）いじめの防止等への取組の評価について 

 

 

 

 

 

 

 

  本校においても、学校関係者評価等で適切に実施するものとする。 

 

５ 重大事態への対処 「いじめ防止対策推進法」第２８条参照 

（１）児童の欠席については、その欠席理由にかかわらず全職員が「初期対応」

を重要視し、以下のように取り組む。 

１）欠席１日目 ～ 電話対応 

２）欠席２日目 ～ 家庭訪問 

３）欠席３日目 ～ 組織（学校総体）で対応※「愛の１･２･３＋１」運動 

（２）児童の欠席の背景に「いじめ」があり、なおかつ継続している場合、「重

大事態」と認識して以下のように対応する。 

１）市教委等への発生報告 

２）調査主体の判断（学校の設置者または学校）  

３）調査組織の設置（学校の設置者が構成員を決定する） 

４）調査の実施（主として聴き取りによる調査を想定） 

５）聴取内容の記載と今後の支援方策の検討 

６）当該児童、保護者への情報の適切な提供 

７）聴取の結果等を市教委等に報告等 

 

６ 基本方針の見直し及び公表 

  本校の「いじめ防止基本方針」の見直しについては、変更すべき内容等が生

じた場合、適宜修正を加える。その際、全職員の共通理解はもちろん、全保護

者へ公表し周知を徹底することで、いじめ防止等の対策に一層積極的に取り組

むこととする。 

 

 

「いじめ防止対策推進法」第３４条 

学校の評価を行う場合においていじめ防止等のための対策を取り扱う

に当たっては、いじめの事実が隠蔽されず、並びにいじめの実態の把握及

びいじめに対する措置が適切に行われるよう、いじめの早期発見、いじめ

の再発を防止するための取組等について適正に評価が行われるようにし

なければならない。 


